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訴  状 

平成２８年３月２２日 

岡山地方裁判所倉敷支部 御中 

原告訴訟代理人弁護士 水 谷   賢 

 

〒７１０-●●●● 岡山県倉敷市●● 

原告  山 口 雪 子 

 

原告訴訟代理人の表示 

別紙代理人目録記載のとおり 

 

〒７１０－８５１１ 岡山県倉敷市有城７８７ 

被告  学校法人原田学園 

代表者理事長  原 田 博 史 

 

請求の趣旨 

 

１ 原告と被告の間で，原告が被告の開設する岡山短期大学において別紙授業

目録記載の授業をすることのできる地位にあることを確認する。 

２ 被告が，平成２８年２月５日，原告に対してした，原告を授業の職務から

外し，幼児教育学科事務に職務内容を変更する業務命令は無効であることを

確認する。 

３ 原告と被告との間で，原告が別紙物件目録記載の研究室を使用することの

できる地位にあることを確認する。 

４ 被告は，原告が別紙物件目録記載の研究室を使用することを妨害してはな

らない。 
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５ 訴訟費用は被告の負担とする。 

との判決を求める。 

  

請求の原因 

第１ 当事者 

被告は，岡山短期大学（以下「短大」という。）を設置運営する学校法人で

ある。被告の理事長及び短大の学長は，原田博史（以下「原田学長」とい

う。）である。 

原告は，平成１１年９月１日，被告との間で大学教員契約を締結し（以下

「本件大学教員契約」という。大学教員契約の法的性質は後述する。），短大

幼児教育学科において講師として授業・研究を続けた後，平成１９年４月１

日，短大幼児教育学科の専任准教授に任じられ，引き続き短大幼児教育学科に

おいて，別紙物件目録記載の研究室を使用して，授業・研究を行ってきた。原

告は，後述する視覚障害があり，短大の承認を得て，視覚補助を行う補佐員を

自己の費用で雇用している。 

原告は，後述する配転命令を受けるまで，別紙授業目録記載の授業を行って

いた。また，それらの授業のうち２年次開講科目である，教職実践演習，環境

（保育内容），卒業研究（Ａ）及び卒業研究（Ｂ）については，平成２７年度

入学生（２年生）向けに，平成２８年度の授業を原告が担当することが，平成

２７年度当初の時点で既に決定され，学生らにも明らかにされていた（甲１の

１，１の２）。 

第２ 本件大学教員契約 

本件大学教員契約は，原告が短大において授業・研究をすることを内容とす

る契約である（契約書は存在しない）。原告は，被告より，専任講師及び専任

准教授に任ぜられた際に，それぞれ辞令の交付を受けている（甲２，３）。 
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第３ 配転命令 

被告は平成２８年２月５日，幼児教育学科ＦＤ会議において，原告に対し 

① 原告は授業を持たない 

② 原告は卒業研究も持たない 

③ 原告はキャリア支援室で濱田と同室にて学科事務を行うこと 

の３点を内容とする職務の変更を指示した（以下「本件配転命令」とい

う）。 

第４ 研究室の明渡し命令 

被告は平成２８年２月２２日，原告に対し，同年３月１４日までに，短大４

階にある本件研究室を明け渡して，短大３階にあるキャリア支援室を使用する

よう指示した（甲４の１，４の２）（以下「本件研究室明渡し命令」とい

う）。 

第５ 原告が授業をすることのできる地位にあること（請求の趣旨１項） 

１ 原告は准教授であるが，学校教育法９２条７項は，「准教授は学生を教授

し，その研究を指導し，又は研究に従事する」，短期大学設置基準２１条の

２の第２項は「専任教員は，専ら前項の短期大学における教育研究に従事す

るものとする」とそれぞれ規定している。文部科学省の提言する大学教員の

在り方について（甲５）は，「教育研究を主たる職務とする職として…准教

授」として准教授の職務には教育が含まれる旨記載している。原告は短大の

専任准教授として任じられている以上，当然，授業を行うことが重要な職務

とされており，授業を行うことのできる地位にあることは明らかである。 

２ 日本国憲法第２３条は，「学問の自由は，これを保障する。」と定める。

この趣旨について，最高裁昭和３１年（あ）第２９７３号同３８年５月２２

日大法廷判決（刑集１７巻４号３７０頁，いわゆる「東大ポポロ事件最高裁

判決」）は，「大学の学問の自由と自治は，大学が学術の中心として深く真

理を探究し，専門の学芸を教授研究することを本質とすることに基づくか
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ら，直接に教授その他の研究者の研究，その結果の発表，研究結果の教授の

自由とこれらを保障するための自治とを意味すると解される。」と説示し，

大学教員は憲法に基づく研究結果の教授の自由を享受することを明らかにし

ている。原告は短期大学教員として学問の自由と教授の自由が憲法上保障さ

れていることからしても，授業をすることのできる地位は憲法上も保障され

ているというべきである。 

第６ 原告が本件研究室を使用することのできる地位にあること（請求の趣旨３

項） 

大学教員が享受する上記の研究の自由を制度的に保障するため，文部科学省

は大学設置基準第３６条１項及び２項で，「大学は，その組織及び規模に応

じ，研究室等を備えた校舎を有するものとする」こと，及び，「研究室は，専

任の教授に対しては必ず備えるものとする」ことを定めている。また，短期大

学設置基準２８条１項及び３項にも，同趣旨の規定が存在する（甲６）。 

原告が短大の准教授として研究の自由を享受することのできる研究室を被告

が提供することは，本件大学教員契約にこの合意が含まれていると解されるも

のであり，その合意の履行として，被告は原告に対し本件研究室を提供したも

のである。 

したがって，原告は本件大学教員契約に基づく本件研究室の使用権を有する

から，被告が別の研究室を提供してそれに被告が同意した場合は格別，本件研

究室を取り上げて事務室に移転することを求める本件研究室明渡し命令に従う

義務はない。原告は，本件大学教員契約に基づき平成２８年３月１４日以降も

本件研究室の使用を継続できるものである。 

第７ 本件配転命令が無効であること（請求の趣旨２項） 

１ 前提 

以上のとおり，原告は短大の専任教授に選任されている以上，原告が授業・

研究をすることについて合意がなされていると認められる。その合意内容とさ
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れている授業から外して学科事務に変更する本件配転命令は，本人の同意がな

い限り効力がない。この場合，教員という職種で採用されたのであればそのよ

うな職種を一方的に変更する命令は断ることができる。 

２ 判例 

ところで，配転命令の有効性については，「就業規則に規定があれば労働者

の個別的同意なしに配転命令を出すことができるが，職種が限定されている職

員を他の職種へ配転する場合には原則として当該職員の同意を要する。そのよ

うな場合でなくても，配転命令に業務上の必要性が存しない場合，配転命令が

不当な動機・目的をもってなされた場合，若しくは労働者に対し通常甘受すべ

き限度を著しく超える不利益を負わせる場合には当該配転命令は権利の濫用と

して無効となる」という日本ペイント事件の最高裁の確立した基準があり，本

件でもこの基準に従って判断されなければならない。 

すなわち，配転命令には，①労働契約上，労働者の職種が限定されている場

合，②配転命令に業務上の必要性が存しない場合，③配転命令が不当な動機・

目的に基づく場合，④労働者に対し通常甘受すべき程度を著しく超える不利益

を及ぼす場合には，配転命令は権利濫用（労動契約法３条５項）として無効に

なると解されている。 

３ 本件配転命令の無効 

（１） 前項①（職種の限定）について 

准教授の職務は学校教育法上，「学生を教授し，その研究を指導し，

又は研究に従事する」ことを主たる職務とすると定まっており（９２条

７項），職種が限定されていることは明らかである。 

（２） 前項②（業務上の必要性）について 

被告は，授業を受講した学生による授業アンケートを，全教員につい

て実施しているが，学生による原告の授業評価の結果は大変良いもので

あったとして学内外に公表されている（甲７）。このように，原告の授
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業は学生から支持されており，突如として授業担当を外す業務上の必要

性は全く生じていなかった。 

（３） ③（不当な目的）及び④（不利益）について 

ア 本件配転命令によれば，原告は，短大の専任准教授という地位にありなが

ら，授業の担当がなく，学科事務のみを行うことになり，その職務は事務職

員と同様の仕事にとどまる。このような扱いは，過小な要求としてパワーハ

ラスメントに該当する(甲８の１，８の２)。そして，専任の准教授にとっ

て，授業の担当を外し，学科事務のみを行うことは屈辱的な扱いであり，原

告は多大な精神的苦痛を被ることになる。このようなパワーハラスメントを

行う目的としては，原告に対し，精神的苦痛を与え，自主退職に追い込む違

法な退職勧奨の意図が含意されていることが窺える。 

イ 被告は，本件配転命令の理由として，原告が(ⅰ)ゼミの授業中に飲食をし

ていた学生がいることに気がつかずこれを注意できなかったこと，(ⅱ)ゼミ

の授業中にお菓子を配ったりして学生の歓心をかっていたこと，(ⅲ)授業中

に無断で教室外に出る学生を発見できなかったこと，(ⅳ)答案の採点に際し

視覚ある第三者に答案を読んでもらったことがあることなどを理由として指

摘し，かかる事実から原告には授業遂行能力がなく，本件配転命令には理由

があると主張する。 

しかし，(ⅰ)については確かにそのような事実があり，(ⅱ)についてはゼ

ミの実習打ち上げの際に「お疲れ様」と言って菓子を配った程度であり，

(ⅲ)についてもそのような無断退出があったようであるが，いずれも誇張さ

れている。(ⅳ)についても秘密漏えいのないよう対策を講じることが可能で

あって，原告を直ちに授業担当を外さなければならないような必要性や合理

的理由はない。 

ウ 本年４月１日施行予定の障害者差別解消法８条１項は「事業者は，その事

業を行うに当たり，障害を理由として障害者でない者と不当な差別的取扱い
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をすることにより，障害者の権利利益を侵害してはならない。」，同条２項

は「事業者は，その事業を行うに当たり，障害者から現に社会的障壁の除去

を必要としている旨の意思の表明があった場合において，その実施に伴う負

担が過重でないときは，障害者の権利利益を侵害することとならないよう，

当該障害者の性別，年齢及び障害の状態に応じて，社会的障壁の除去の実施

について必要かつ合理的な配慮をするように努めなければならない。」と定

めている。改正障害者雇用促進法３６条の３は「事業主は障害者である労働

者について，障害者でない労働者との均等な待遇の確保又は障害者である労

働者の有する能力の有効な発揮の支障となっている事情を改善するため，そ

の雇用する障害者である労働者の障害の特性に配慮した職務の円滑な遂行に

必要な施設の整備，援助を行う者の配置その他の必要な措置を講じなければ

ならない。但し，事業主に対して加重な負担を及ぼすこととなるときはこの

限りではない」と定めており，事業主に対して合理的配慮の提供をすること

に努力を尽くすべきことが義務づけられている。 

しかし，本件配転命令においては，かかる合理的配慮の提供は全くなされ

ていない。むしろ，被告は原告には視覚障害があることを承知の上，(ⅰ)，

(ⅲ)，(ⅳ)のような視覚障害のある原告にできないことを理由として並べた

て，視覚障害のある原告がこのような課題をいかに克服すべきか検討すると

いった対応を放棄してしまっている。このような被告の対応は，まさに，原

告の視覚障害を理由とする差別であって，障害者差別解消法の趣旨に逆行す

るものであることは言うまでもない。仮に，上記(ⅰ)から(ⅳ)の事実があっ

たとしても，原告は従前のとおり視覚のある補佐員の支援を受けることを認

めるなどの合理的配慮が尽くされれば，このような事態が生じないように改

善することが十分に可能である。 

そうだとすれば，本件配転命令は，原告の視覚障害を理由とする不当な差

別的業務命令である。このため，原告は，准教授にとってまさに教師の生命
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ともいうべき授業を剥奪されようとしており，教員生命を奪われるに等しい

ほどの，著しい不利益を被っている。 

（４）小括 

以上のことを踏まえると，被告が原告に命じた配転命令は権利濫用であ

り，無効であることは論を俟たない。 

第８ 本件研究室の使用妨害をしてはならないこと（請求の趣旨４項） 

被告の短大には本件研究室以外にも空き室となっている研究室があり，本件

研究室の明渡しを必要とする理由はない。また，本件研究室には，原告の研究

に必要とされる資料備品等が備え置かれており，視覚障害のある原告は本件研

究室内に存在する資料備品等の位置をすべて記憶して授業準備及び研究活動に

従事している。 

研究室にあるこれらの資料備品が，上記キャリア支援室に移動され，かつ，

別の教授と共同使用することとなれば，本件研究室には原告の資料備品と別の

教授の資料備品が混在して存在することとなり，原告の資料備品の使用は著し

く困難となる。また，移転先とされたキャリア支援室の廊下側にはガラス窓が

設置されており，廊下を行き来する学生，教職員から丸見えの状況であり，い

わば常時監視できる状態となる。更に，原告は入り口側を使用し，奥側を別の

教授が使用するというのであるから，研究室の外部からはガラス越しに監視さ

れ，研究室内部からも別の教授によって監視されるということとなる。（な

お，原告とキャリア支援室を共同使用することとされた濱田教授は，平成２８

年度からキャリア支援室の事務を担当することとされた教員であり，キャリア

支援室とは別に，単独の研究室を有している。） 

このようなことから，本件研究室明渡し命令は，単なる研究室の移動などで

はなく，原告から研究室を取り上げることを内容とした命令である。 

第９ 結論 

よって，原告は，被告に対し，請求の趣旨１項のとおり，原告が岡山短期大
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学において別紙授業目録記載の授業をすることのできる地位にあることの確

認，同２項のとおり，被告が平成２８年２月５日原告に対してした原告を授業

から外して幼児教育学科事務に職務内容を変更する業務命令の無効の確認，同

３項のとおり，本件研究室を使用することができる地位にあることの確認及び

同４項のとおり，本件研究室の使用妨害の禁止を求めるため本訴を提起した。 

第１０ 関連事実 

１ 原告の授業及び研究活動 

原告は本件大学教員契約に基づき，平成１１年９月１日から岡山短期大学幼

児教育学科において講師として授業を行い，平成１９年４月１日に幼児教育学

科の専任准教授に任ぜられてからも授業を行ってきた。平成２６年度及び平成

２７年度の担当授業科目及び演習科目は別紙授業目録記載のとおりである。 

原告は環境教育について継続的に研究を行ってきた。これまでに「体験型学

習における人的環境についての研究」「環境教育におけるユニバーサルデザイ

ンについての研究」等のテーマで研究成果を学会発表している。近年は，視覚

障害児と健常児が一緒に学び合う環境教育教材の開発に関する研究に着手し，

短大を通して，日本学術振興会に対し，「保幼小連携に活かせるバリアフリー

な環境教育教材の開発」を研究課題名とする科研費の申請をした（甲９）。 

２ 本件配点命令及び本件移転命令に至る事実経過 

（１） 原告の視覚障害 

原告は，遺伝性疾患である網膜色素変性症（以下「本件疾患」とい

う。）に罹患している。本件疾患は，長い年月をかけて網膜の視細胞が

退行変性し，主に進行性夜盲，視野狭窄，羞明を認める疾患であるが，

原告については，夜盲及び視野狭窄は認められたが，中心性視力は維持

されて文字の判読は可能であり，授業活動及び研究活動に従事してき

た。 

近年，本件疾患が進行し，原告は文字の判読が困難となった。デジタ
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ルデータについては読み上げソフトを利用して対処したが，手書き文字

については読み上げソフトでは対応できないため，短大事務職員に視覚

補助を依頼していた。 

そうしたところ，平成２６年１月，原田学長から，原告の視覚補助を

した短大事務職員が退職することになり，後任の短大事務職員は原告の

視覚補助はできないとの理由で，原告は退職勧奨を受けた。 

そこで，原告は，原告の費用負担で補佐員を雇用することを提案した

ところ，短大はこれを承認したので，平成２６年度から原告は補佐員に

よる視覚補助を得て授業及び研究活動に従事することとなった。 

なお，短大事務職員に補助を依頼できない試験採点について，原告

は，信頼できる大学院時代の友人に視覚補助を依頼したことがあり，こ

れについては，原田学長の指示で始末書を提出した。（甲１０，１１，

１２，１３） 

（２） 補佐員雇用による業務実施状況 

平成２７年１２月１日，原告は，補佐員雇用による業務実施状況につ

いての報告書を短大に提出したが，特段の指摘を受けることはなかっ

た。（甲１４） 

（３） 本件配転命令がなされた経緯 

平成２８年１月５日，短大幼児教育学科教授の井頭久子氏（以下「井

頭教授」という。）から，原告に対し，非常勤講師と学科事務担当であ

ればどちらを選ぶかと問われた。原告は，収入の減る非常勤講師は受け

にくいと答えた。 

平成２８年１月６日，新年全体会議が開催され，平成２８年度事務分

掌案が提示された。その内容は，①それまでの主任教授が変更され，井

頭教授が主任教授に昇任する，②原告について，従来の事務分掌を外

れ，井頭教授の下で学科事務を担当する，③原告の使用教室に置いてあ
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る物品を撤去するなどであったが，原告が准教授であり，別紙目録記載

の授業を担当することにはなんら変更はなかった（甲１５）。 

新年全体会議の後，原告は，井頭教授から呼び出され，他２名の教授

同席の下，原告が担当する環境ゼミ（卒業研究（Ａ）及び同（Ｂ））の

学生からのクレームについて事情聴取を受けた。授業中の飲食，関係形

成のための遊び等に関するもので，原告は学生の誤解もあると認識した

が，井頭教授の指示に従い，次の環境ゼミにおいて学生に謝罪し，始末

書及び反省文を提出した（甲１６，１７）。 

平成２８年１月１３日に開催された卒業研究報告会において，環境ゼ

ミの卒業研究報告は高い評価を受けた。同日，原告は，翌１４日に原田

学長との面談が行われる旨の連絡を受けた（甲１８）。 

平成２８年１月１４日，原告は原田学長の面談を受けた。原田学長

は，原告に対し，「視覚障害という問題だけでなく適格性に欠けると

思っている，授業担当を続けたいというが無理だろう，先生の満足する

方法で辞めてもらいたい，よその専門家に相談してどうしたらよいか考

える」等と発言した。原告は一切確答しなかった（甲１９）。 

平成２８年２月５日に行われた学科ＦＤ会議において，先述の本件配

転命令が行われた。 

（４） その後の経緯 

原告は，授業担当復帰を希望し，原告代理人弁護士（以下「原告代理

人」という。）に対し，円満解決を目的とした被告との交渉を委任し

た。原告代理人は，被告に対し，面談・交渉を求める平成２８年２月９

日付け内容証明郵便を送付した。これに対し，原田学長から事実確認を

するから面談を待ってほしい旨の電話連絡があった。その後，被告から

何の連絡もなく，原告代理人は，改めて同月２５日に短大にて交渉を行

うことを求める旨の同月１９日付けの郵便を送付した。これに対し，同
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月２２日，秋山義信弁護士から，短大の代理人に就任した，同月２５日

は差し支えである旨の連絡があった。（甲２０，２１，２２） 

このように，代理人同士の交渉が予定されている中，平成２８年２月

２３日，原告は，井頭教授からのメールで本件研究室明渡し命令を受け

た。（同メールには本件研究室の部屋番号に誤記があるが，翌２４日に

訂正のメールを受けた。（甲４の１，４の２）） 

３ まとめ 

被告は，視覚障害のある原告を差別したり，解雇したりするものではないと

主張する。しかし，視覚障害がある原告に対して，原告が授業中の学生の飲食

や無断退室を発見できず注意をしなかったことや，手書きの答案を視覚のある

知人に読んでもらい支援を受けたことをもって，授業遂行能力がないなどと

いって，本件配転命令によって全ての授業を取り上げること。更に追い打ちを

かけるように，本件研究室明渡し命令によって研究室を取り上げ，ガラス張り

のキャリア支援室を他の教授と共用するよう命じ，当該他の教授には別途研究

室を使用させるという一連の対応は，職場におけるパワーハラスメントに該当

する行為であり（甲６の１，６の２），上述の原田学長による退職勧奨の経緯

に徴すれば，視覚障害のある原告を自主的に退職に追い込むことを意図した，

まさに退職強要そのものである。かかる対応は障害者差別解消法，改正障害者

雇用促進法に逆行する対応であり，同法施行前のいわば駆け込み差別というほ

かない。 

 

証拠方法 

別紙証拠説明書記載のとおり 

 

付属書類 

1 資格証明書                         １通 
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2 訴訟委任状                         １通 

3 甲号証                          各１通 

以上 
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別紙             授業目録 

 

１．生物学            （一般教育科目，２単位） 

２．教職実践演習       （専門教育科目，２単位）（２年後期） 

３．環境（保育内容）   （専門教育科目，２単位）（２年前期） 

４．卒業予備研究（Ａ） （専門教育科目，１単位）（１年前期） 

５．卒業予備研究（Ｂ） （専門教育科目，１単位）（１年後期） 

６．卒業研究（Ａ）     （専門教育科目，１単位）（２年前期） 

７．卒業研究（Ｂ）     （専門教育科目，１単位）（２年後期） 
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別紙 

物件目録 

岡山県倉敷市有城７８７ 

岡山短期大学幼児教育学科Ｂ棟４階 

Ｂ４０３心理教育研究室 

（詳細な所在については添付の図面斜線部分参照） 

以上 


